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空家化の予防
の主な取組状況

第３期 横浜市空家等対策計画

資料1-1
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主な対象 施策 取組実績と今後の予定

居住中の
一戸建
628,100戸

(R5年住宅・
土地統計調査)

１ 持ち家をもつ高齢者

世帯とその子世代に向

けたプロモーション

・空き家にしない「わが家」の終活ノートの地域ケアプラザ等での配架・配布（R6.8～）【P3】

・〝住まいの終活〟を啓発するサイトの作成・公開（R7.1～）【P4】

・広報よこはま区版での空家化の予防等の啓発（R7：3区で実施）【P5】

・子世代に興味を持ってもらえるコンテンツづくりと媒体での発信【P6（非公表）】

２ ワンストップで継続

的な支援ができる相談

体制の強化

・空家の総合案内窓口の運営（相談実績 R6：167件、R7.11末時点：132件）【P7】

・空家の総合案内窓口と専門家団体の相談窓口の連携強化【P8、9】

・民間事業者等との連携によるワンストップ・伴走支援型空家の相談窓口の設置の状況【P10、11】

・空家等の相談体制の強化方針策定（R6）、方針を踏まえた強化実施（R7～）【P8～11、15，16】

３ 福祉部局や地域ケア

プラザ等との連携強化

・地域ケアプラザ等での住まいと空家に関する出張講座の開催（R7：7か所）【P12】

・「高齢者福祉保健事業のあんない」に空家の総合案内窓口の情報掲載（R6.4～）【P13】

・「ハートページ」への住まいの終活等に関する情報掲載（R6.5～）【P14】

４ 地域ごとの課題や特

性を踏まえた予防対策

・空家無料相談会等の開催（R7：市役所、南区、民間施設、栄区（区独自））【P15、16】

・区役所と地元企業が空家対策に係る連携協定を締結（R5：旭区、神奈川区、R6：南区）【P17】

・データ分析による地域の特性や課題を踏まえた空家対策の検討（R6：方法検討、R7：分析と対策

の検討）【P18、19（非公表）】

第３期 横浜市空家等対策計画（空家化の予防）

これまでの取組実績と今後の予定



１ 持ち家を持つ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション

空き家にしない「わが家」の終活ノートの配架・配布
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●令和７年２月改訂版の増刷（2,000部）
●公共施設での配架
・区役所
・地域ケアプラザ（神奈川県より）
・老人福祉センター
・高齢者施設・住まいの相談センター

●啓発イベントでの配布
・空家無料相談会
・空家・住まいの終活無料相談会
・住まいと空家に関する出張講座
・図書館や地域ケアプラザ独自の啓発講座

７年度実績

▲神奈川県居住支援協議会発行
空き家にしない「わが家」の終活ノート



〝住まいの終活〟を啓発するサイトの作成・公開

１ 持ち家を持つ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション
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市のホームページ内に住まいの終活のメリットや住まいの終活として取り組むべき行動等を掲
載した住まいの終活サイトを作成し、令和７年１月から公開開始
市ホームページ掲載内容

【アクセス数】
  Ｒ6年度（1月～3月末）  ：393件
  Ｒ7年度（4月～11月末）：1539件



空家化の予防や空家の適切な管理等を啓発する情報を広報よこはま区版に掲載（３区）

中区版 （12月号）
▲南区版 （12月号）

１ 持ち家を持つ高齢者世帯とその子世代に向けたプロモーション

広報よこはま区版での空家化の予防等の啓発
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掲載内容

▲鶴見区版（12月号）
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２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

空家の総合案内窓口の運営

Ｒ6年度（相談件数135件→相談内容167件）
Ｒ5年度（相談件数160件→相談内容223件）

相談内容の内訳(令和７年11月末）

不
動
産

売買 26件

相

続

相続登記 1件

賃貸（貸す） 12件 後見人 1件

賃借（借りる） 4件 税金 0件

借地 0件 行政手続き 1件

境界 0件 家財整理 0件

紛争 0件 解体 0件

所有者調査 1件 その他（相続全
般） 3件

税金 1件

管

理

樹木剪定 4件

表題登記 0件 維持管理 5件

解体 0件 賃貸（貸す） 0件

リフォーム 0件 家財整理・処分 1件

その他（不動産
全般） 5件 衛生害虫 1件

管

理

その他（管理
全般） 6件

その他（不動
産全般） 0件

建

築

建替え 2件

リフォーム 12件

解体 11件

建築基準法 2件

相続登記 0件

耐震診断 0件

状況調査・評
価 1件

その他（建築
全般） 2件

その他（相続
全般） 0件

地
域
活
用

空家マッチン
グ（所有者
側）

13件

空家マッチン
グ（活動団体
側・その他）

0件

その他（活用
全般） 3件

管
理
不
全

建物 5件

火災 1件

衛生害虫 0件

樹木繁茂 9件

ごみ 0件

※相談内容が複数項目に
わたる場合もあるため、
項目毎に集計を行って
います。 

49件

5件
16件

17件

30件

15件不動産

相続

地域活用

管理

建築

管理不全

132
件

【参考】相談内容の内訳(R６年度)

65件

14件28件

17件

29件

14件不動産

相続

地域活用

管理

建築

管理不全

167
件



２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

空家の総合案内窓口と専門家団体の相談窓口の連携強化

実施内容 ７年度６月～

①総合案内窓口で受けた相談内容をまとめたカルテ
を、紹介した専門家団体にメールで引き継ぎ

②専門家団体は、総合案内窓口からの紹介を受けた
相談者の相談対応結果をカルテに記載し、総合案
内窓口にメールでフィードバック

③総合案内窓口は、相談結果を見て、他の専門家団
体の紹介や追加の助言等が可能な場合は、相談者
に連絡し、紹介や助言等を実施

▲連携強化後のフロー
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２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

空家の総合案内窓口と専門家団体の相談窓口の連携強化

▲連携強化後のフロー
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７年度６月～運用開始

相談内容 カルテ送付先 対応状況

売却予定の無い空家について、地
域活用や一般的な賃貸等活用方法
について幅広く相談したい。

■神奈川県宅地建物
取引業協会
■全日本不動産協会
横浜支部

所有者立会いのもと、現地調査
を実施。その後借り手候補者を
紹介。

複数の所有者がいる遠方の空家の
売却手続きについて知りたい。

■神奈川県宅地建物
取引業協会
■全日本不動産協会
横浜支部

仲介会社を通じて、複数の買取
会社から購入可能な価格を提示

【運用状況】



２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

民間事業者等との連携によるワンストップ・伴走支援型空家の相談窓口の設置の状況
公募型プロポーザルの実施

10

時期 内容

令和７年 ４月 22日 （火） 募集要項等公表
５月 21日 （水） 参加意向申出締切（７者申出）
７月 22日 （火） 提案書提出締切 （４者提出）
８月 19日 （火） 一次評価実施
８月 28日 （木） 一次評価選定結果通知

９月 11日 （木） 二次評価実施

10月 ２日 （木） 二次評価選定結果通知
評価選定結果公表

12月 25日 （木） 協定締結

令和８年 ２月 （予定） 関係団体連絡会にて
協力事業者等の登録に関する説明

３月 （予定） 相談窓口開設（協議中）

・相談窓口の設置・運営

・提案を募る協力事業者等の登録

・セミナー開催等による啓発活動

協定による主な連携事項

相談窓口のフロー

連携事業者として空き家活用株式会社を選定



２ ワンストップで継続的な支援ができる相談体制の強化

民間事業者等との連携によるワンストップ・伴走支援型空家の相談窓口の設置の状況
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空き家活用株式会社の概要
本社所在地 東京都港区赤坂八丁目５番40号
代表者 代表取締役 湯浅 巌 氏

主要事業
・自治体向け空き家問題対策基盤「アキカツプラットフォーム」の提供
・空き家所有者の相談窓口事業「アキカツカウンター」の提供
・空き家に対する新しい利活用モデルの開発、提案

自治体との連携等実績（令和７年11月時点）
・ワンストップ・伴走支援型相談窓口の構築・運営
（16自治体  世田谷区、神戸市 等）
・空家等管理活用支援法人の指定による自治体支援
（３自治体 茨城県常総市 等）
・空家等実態調査業務受託
（９自治体 大磯町 等）

▲せたがや空き家活用ナビの流れ
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

地域ケアプラザ等での住まいと空家に関する出張講座の開催（７年度実績・予定）
７年度は、これまでの「『わが家』の終活ノートの書き方講座」に加え、
「税理士による空家化予防講座」を新設 ７つの会場で開催

「わが家」の終活ノートの書き方講座

開催日 所在 会場 講師 参加者 参加者の声

10月27日 戸塚区 深谷俣野地域ケアプラザ 神奈川県行政書士会 21名

11月10日 青葉区 荏田地域ケアプラザ 神奈川県司法書士会 6名

11月26日 緑区 中山地域ケアプラザ 神奈川県行政書士会 12名

12月2日 港南区 日限山地域ケアプラザ 神奈川県司法書士会 17名

2月16日 港北区 日吉地区センター 神奈川県行政書士会

税理士による空家化予防講座「相続と成年後見制度」

開催日 所在 会場 講師 参加者 参加者の声

９月25日 港北区 下田地域ケアプラザ 東京地方税理士会 14名

10月29日 金沢区 西金沢地域ケアプラザ 東京地方税理士会 4名

▲深谷俣野CP開催の様子

▲下田CP開催の様子

地域で活躍する専門家を知
ることができるのがよい。
講師の「前向きに生きるた
めの準備」というコメント
に勇気づけられた

遺言書の大切さ、自筆と公
正証書の長所短所を理解で
きた

税理士さんへ依頼すること
への敷居が下がりました
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

「高齢者福祉保健事業のあんない」に空家の総合案内窓口の情報掲載

市のホームページで公開されている「高齢者福祉保健事業のあんない」に、６年度から空家
の総合案内窓口の情報を掲載開始

▲ 「高齢者福祉保健事業のあんない」掲載内容



６年度から、本市の介護保険総合案内パンフレット「ハー
トページ」に、住まいの終活の啓発や空家の相談窓口に関
する情報の掲載を開始
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３ 福祉部局や地域ケアプラザ等との連携強化

ハートページへの住まいの終活等に関する情報掲載

▲「ハートページ」掲載内容



空家無料相談会 空家・住まいの終活
無料相談会 栄区（区独自開催）

日
程 10月23日 １月17日 11月29日 ８月１日 12月7日
会
場 市役所 南区役所 ジョイナステラス3 SAKAESTA 栄区役所

プ
ロ
グ
ラ
ム

 管理から相続、利活用にわたる複合的な空家の
お悩みを解決するため、相談者１組に対し、
３名の専門家が同時に相談に対応する個別相談

 セミナー
家族信託と成年後見
空家・住まいの終活に
活用できる各種サービス

 個別相談

 セミナー
「わが家」の終活ノート
を使ったワークショップ

 個別相談

 セミナー
自宅と実家の片づけ
スッキリ講座

 個別相談

参
加
者
（
延
べ
数
）

 個別相談
８組

 セミナー
10名

 個別相談
9組

 セミナー
6名

 個別相談
1組

 セミナー
69名

 個別相談
9組
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

空家の無料相談会等の開催（７年度実績・予定）
協定を締結している専門家団体の協力のもと、空家の無料相談会を市庁舎・南区役所で開催、
また、持続可能な住宅地推進プロジェクトの一環として、民間事業者との連携による「空家・
住まいの終活無料相談会」を開催。その他、栄区は独自で２回の無料相談会等を開催
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

空家の無料相談会等の開催（相談体制強化後の実績 市役所開催分）

１か月後フォローアップアンケート

回答あり ８組
・参加者全員

継続相談を検討 ３組

継続相談済み １組

・参加者は60代の子世代が中心 80％以上の方が満足度が高いと回答
当日アンケート

・将来に向けた相談が多かったため、
相談会当日で満足された方が多数

・一部、専門家団体の相談窓口の紹介や
リフォームに関する相談について住ま
いの相談窓口の紹介を実施

フォローアップ

・複数の専門領域にわたる助言をその場で得られるため、相談者の満足度も高そうだった
・相談時間、相談員の人数もちょうどよいまとまりの単位だと感じた

相談員コメント

・空家の3000万円控除や贈与の手法、賃貸とする場合の耐震改修について伺うことができた
・住宅のメンテナンス等、不安要素が多数あったが、アドバイスにより不安が解消し対策を検討できた



17

４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

区役所と地元企業が空家対策に係る連携協定を締結

旭区 神奈川区 南区
締結日 令和５年12月13日 令和6年１月31日 令和6年11月29日
有効期間 令和８年３月31日 令和９年3月31日 令和8年3月31日
相手 三井住友信託銀行㈱二俣川支店 スタートライン㈱ ㈲マックホーム

対象地区 旭区全域（当初は２連合に限定） 神奈川区全域（当初は地区を限定） 南区西部地区

主な連携
内容

【市】
自治会町内会へ連携内容の周知

【自治会町内会】
空家の物件情報を三井住友に提供

【三井住友信託銀行】
所有者調査のうえ、空家等の状況、
市補助制度、提供できる支援の案内
を空家所有者に送付

【市】
本取組の周知

【スタートライン】
・土地、建物の処分等にお困りの方に
対する無料の相談・支援の実施

・相談会、セミナーなどにおける講演
や相談の対応

・本取組の周知

【市】
本取組の周知

【マックホーム】
・空家の活用や処分に関する無料の相
談・支援の実施

・相談会・セミナーなどにおける講演
や相談の対応

・本取組の周知

区役所と地元企業が連携協定を締結し、地域の特性に応じた空家化の予防や空家の流通・活
用、空家の適切な管理に向けた取組を連携して実施
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４ 地域ごとの課題や特性を踏まえた予防対策

データ分析等による効果的な対策の検討
６年度は、都心部、郊外部の各モデルとして南区、栄区を選定し、データ分析等による効果的
な対策の検討方法を立案。７年度は、当該方法に基づき、データ分析を行い対策を検討

１ 郊外部の駅周辺スプロール市街地における
空家等対策の検討

２ 郊外部の戸建住宅団地における空家等対策の検討

分析範囲 郊外部の駅徒歩圏 かつ 道路基盤不良エリア 郊外部の駅徒歩圏外 かつ 道路基盤良エリア

分析内容

①データ分析
・空家の分布状況の把握（水道メーターデータ、管理不足空家
データベース、特定空家に認定された空家）

②モデル地区での即地的な調査・分析
・把握した空家が実際に空家かどうかの確認
・空家の概要（敷地面積・形状、建築年次、接道状況等）
・地区内の戸建住宅の販売状況、賃料の状況
・居住世帯の状況（年齢構成、世帯構成、人口増減等）
・生活利便機能の立地状況 等

①データ分析
・高齢者のみ世帯の割合、高齢者人口割合、老年化指数等
・建物の建築年次
②モデル地区での即地的な調査・分析
・空家の分布
・居住者の状況（世帯構成、年齢構成、人口増減等）
・地区計画や建築協定等、建築ルールの設定状況
・地区内の戸建住宅の販売状況、賃料の状況
・生活利便機能の立地状況 等

対策の検討 戦略的、効果的な空家の流通・活用促進策の検討 ・戦略的、効果的な空家化・管理不足空家化の予防施策の検討
・戦略的、効果的な空家の流通・活用促進策の検討
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